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はじめに ～廃棄物処理業務の重要性について～

気候変動や天然資源の枯渇など、今、地球環境の危機が進行しています。
2015年9月に国連総会で採択された「持続可能な開発目標（ＳDGｓ）」を
原動力に、世界が目指すゴール（持続可能な社会）を確実に実現していく
ことは、今を生きる私たちに課せられた大きな使命となっています。

このような中、持続可能な社会に欠かせない重要な役割を担っているのが
廃棄物処理・リサイクルなどの「静脈産業」です。奇しくも、新型コロナ
感染症の流行下において、国民生活や社会経済活動に不可欠な業務として
位置づけられ、その重要性が改めて全国的に認識されました。

廃棄物処理業務に携わる私たちは、その業務の重要性を認識し、確たる矜
持を持って、資源循環の促進や廃棄物の適正処理に取り組んでいく必要が
あります。



１ 持続可能な社会とは ～持続可能な社会って何？～

「低炭素社会」「自然共生社会」「循環型社会」の実現

出典：環境省
第2 次循環型社会形成推進基本計画



【参考】プラスチック問題のイメージ
資源の大量消費が引き起こす気候変動と生物多様性の損失

資源循環・廃棄物処理分野では、３Ｒや適正処理を通じて、
低炭素・自然共生社会の実現にも貢献

【対策】
東京都プラスチック
削減プログラム
（Ｒ1.12）

・使い捨てプラ削減
・リユース支援
・焼却に依存しない
適正処理の推進 等



２ 循環型社会の構築に向けて

我が国における物質フロー

出典：環境省
令和３年版環境白書

(GDP÷資源等投入量)
[2000]25.3万円/ﾄﾝ
[2018]42.3万円/ﾄﾝ

循環利用率も上昇
(近年は横ばい)

【考えてもらいたいこと①】資源は有効利用できていますか？

これで
大丈夫？

資源投入は削減

資源生産性は上昇



３ 循環型社会の構築に向けて

エコロジカルフットプリント
どれほど人間が自然環境に依存しているかを、わかりやすく伝える指標

地球の限界を超えた資源利用や大量生産・大量消費・大量廃棄により、
多量のＣＯ2が発生し、気候変動を引き起こし、地球上の生命に影響を及ぼしている

（未来の世代が使うはずの資源を前借りして消費）

 世界でみれば、1. 7個分の地球が必要
（地球が再生する速度の1 . 7倍の速さで自然資源
を消費）

 東京の暮らしをした場合、3 . 1個分必要

【考えてもらいたいこと②】地球に無理は生じていませんか？

皆さんは、どのように考えますか？



「世界一の環境先進都市・東京」の実現

政策１ スマートエネルギー都市の実現

政策２ ３R・適正処理の促進と「持続可能な資源循環利用」の推進

〇2030年度の一般廃棄物リサイクル率37%
〇2030年度に最終処分量を25%削減(2012年度比。産廃含)

》食品ロスなど資源ロス削減の促進
》再生資材の利用促進
》埋立処分量削減に向けた取組
》区市町村への支援 等

政策３ 自然豊かで多様な生きものと共生できる都市環境の継承

政策４ 快適な大気環境、良質な土壌と水循環の確保

政策５ 環境施策の横断的・総合的な取組

４ 都施策（１）東京都環境基本計画
持続可能な社会の実現に向けて、東京都環境基本条例に基づき、環境の保
全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めた計画

５
つ
の
柱

詳
細
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別
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画



基本的な方向性
東京が大都市としての活力を維持し、社会を発展させるため、持続可能な形

で資源を利用する社会の構築を目指すとともに、社会的なコストや環境負荷を
踏まえた上で、社会基盤としての廃棄物・リサイクルシステムの強化を目指す

３つの柱
（１）持続可能な資源利用の実現
（２）廃棄物処理システムのレベルアップ
（３）社会的課題への果敢なチャレンジ

５ 都施策（２）東京都資源循環・廃棄物処理計画

適正処理の徹底と静脈ビジネス
の発展に向けた取組



【参考】都内における産業廃棄物の現状
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６ 適正処理に向けた取組
産業廃棄物処理業及び施設設置の許可（審査）
・法令に基づき、申請者の能力、経理的基礎の有無、施設等に係る基準、欠格要件に該
当していないか審査し、生活環境に支障を与えることなく適正に処理できるかを確認

【許可・届出申請件数：年間約1.2万件】

産廃業許可件数 特管産廃業許可件数 15条施設数
(中間処理)

【参考】
R1排出量
(百万トン)収集運搬 処分 収集運搬 処分

都
(八王子含む) 16,149 350 1,007 18 290 26

【参考】
全国 201,593 13,389 20,289 790 19,090 386

環境省 R3.3 行政組織等報告書（平成30年度実績）より作成



６ 適正処理に向けた取組
排出事業者・処理業者に対する規制指導（現場立入）
【排出事業者】
・苦情のあった事業所、特管排出事業所、解体工事現場等を中心に立入を行い、廃棄物
の分別や保管基準等の遵守、適正なマニフェストの取扱い・委託契約など、排出事業者
責任の徹底について指導
【処理業者】
・違反が疑われる事業所、火災など事故のあった施設等を中心に立入を行い、事業計画
や基準との整合性を確認し、違反行為等の防止と是正について指導
→ 不適正処理や改善されない場合、事業停止・許可取り消し等の行政処分を実施

【立入件数：年間２～3千件】

 最近の動向
・排出事業者に対するリチウムイオン電池等の排出方法の指導
・PCB特別措置法に基づく高濃度PCB廃棄物の期限内処理に向けた指導
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全国の不法投棄新規件数の推移

６ 適正処理に向けた取組 ～機動的・広域的な対応～

不法投棄・不適正処理対策
・警視庁と連携し「産廃Gメン」を組織。専門組織による早期発見・取り締まりを実施

・近隣県市とも連携し「産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会」（通称：「産廃ス
クラム」。現37自治体参加）を設置。産業廃棄物の広域移動に伴う監視体制を強化

例：料金所での一斉路上調査
H12:スクラム開始

H14:Gメン開始



６ 適正処理に向けた取組
報告・公表制度（Ｈ１７~）
・排出事業者や処理業者から、産業廃棄物の処理状況などを報告してもらう
・都ホームページ上で公表し、企業の社会的責任の徹底や産業廃棄物処理の透明化を促進
【対象】排出事業者：建設業（資本金３億円超）、製造業（従業員300人以上）、病院

処理業者 ：処分業者、積替え保管施設を有する収集運搬業者

電子マニフェスト普及促進事業（Ｒ３~）
・未加入の排出事業者へ「普及アドバイザー※」を派遣し、加入促進を実施
（※環境局の「第三者評価制度」により優良認定された企業で業界団体推薦企業）
【電子マニフェストのメリット】
●遵法性 ：マニフェスト保管及び行政報告の徹底
●透明性 ：偽造しにくい、不適正処理の防止
●事務処理：事務処理の効率化、非接触業務の推進

マニフェストの電子化率
71.7%

（R3末：JWセンター）

皆さんの会社は対応していますか？



産業廃棄物処理業者の第三者評価制度 (H21～)
・優良な処理業者を、第三者評価機関として都が指定した
（財）東京都環境公社が評価・認定する制度

【ねらい】
・優良な処理業者を評価・認定し、排出事業者に信頼できる処理業者情報を提供
・優良業者が市場から選択されることで、適正処理と健全な静脈ビジネスの発展を促進

【特徴】
・利害関係のない第三者機関が評価
・遵法性、安定性、先進的な取組を総合評価
◎書面だけでなく、現地審査も実施

７ 静脈ビジネスの発展に向けた取組
【認定ロゴマーク】 名刺等

で活用可能

[R2]
235社

[R2]
1.8万社実効性のある認定制度



都独自の評価項目
1.遵法性(例)
・行政指導による警告書を受けていない（過去２年間）

2.安定性(例)
・労働災害事故の未然防止に向けた取組を行っている。
・事故時や災害に対する危機管理マニュアルが整備され
緊急時の連絡体制が決められている。危機管理教育、
防災訓練等を定期的に行っている。

3.先進的な取組(例)
・地球温暖化対策を行っている（報告書等作成し提
出）。
・許可車両として低公害・低燃費車又は低公害型重機を
導入している。

ぜひチャレンジを！！

認定業者の許可証には
「都認定」と「ロゴマーク」が入ります



スーパーエコタウン事業（Ｈ14～,H29全施設整備完了）
・都有地を活用した先進的な廃棄物処理施設の誘致（中防内側２施設、城南島11施設）

７ 静脈ビジネスの発展に向けた取組 ~ 処理システムの強化 ~

【施設概要】
・建設廃棄物リサイクル施設 ・廃情報機器類等リサイクル施設
・食品廃棄物リサイクル施設 ・埋設廃棄物リサイクル施設
・ガス化溶融等発電施設 ・PCB廃棄物処理施設

【事業効果＝環境への貢献】
・廃棄物が大量に発生する都心近くに立地することによる
「近距離輸送」とエコタウン内での「相互補完による資源
循環」により、輸送と処理工程からのCO2削減に貢献

・高いリサイクル率により、逼迫している最終処分場の延
命や天然資源の保全に貢献。



廃プラスチック緊急対策事業（Ｒ2.5～Ｒ4.3）
・アジア諸国の輸入規制により、国内における廃プラ保管量が増加し処理費も高騰
・業界団体及び民間企業等と連携し、国内での新たな資源循環ルートを構築
・セメント工場の製造工程において原燃料として使用する石炭を廃プラスチックに切替
⇒ CO2削減を図りながら廃プラスチックの有効利用を促進

７ 静脈ビジネスの発展に向けた取組 ~ 処理システムの強化 ~

一定の品質
に破砕でき
るよう補助



終わりに ～適正処理には「安全第一」～

事故を起こせば、質も効率も低下します。
一人ひとりが責任者の自覚を持ち「安全第一」を意識して行動を！

廃棄物処理業における労働災害の発生状況（出典：全国産業資源循環協会）

 よくある事故の例
１ 墜落・転落
・廃棄物の荷降ろしをするとき
・積み込みするとき

２ 挟まれ・巻き込まれ
・装置の点検（異物除去中）

３ 飛来・落下
・フォークリフトによる荷崩れ
・重機作業（破砕）による飛来



【参考】廃棄物処理法における都の役割について
目的 【法】第１条
廃棄物の排出抑制、適正処理、生活環境を清潔に保持することにより、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る

役割分担【法】第４条、第5条の二、第5条の五ほか
国 •廃棄物の排出抑制や減量化、適正処理に関する施策の総合的・計画的な推

進を図る基本方針を定める
•都道府県及び市町村に対して技術的・財政的援助を行う 等

都道府県 •基本方針に即して、都道府県廃棄物処理計画を策定する
•区域内の状況を把握し、適正な処理が行われるよう必要な措置を講じる
•産業廃棄物処理業及び処理施設設置の許可を行う 等

市町村 •市町村一般廃棄物処理計画を策定する
•自ら一般廃棄物の処理を行う
•一般廃棄物業の許可を行う 等



【参考】環境局の組織体制について
環境局 資源循環推進部

総務部

地球環境エネルギー部

環境改善部

自然環境部

多摩環境事務所
一般廃棄物対策課

◆部の庶務
◆資源循環・廃棄物施策の企画・調査 等

◆一般廃棄物処理に関する区市町村支援
◆廃棄物処分場の施設整備計画 等

計画課

◆産業廃棄物処理業及び施設の許可・届出
◆産業廃棄物排出事業者及び処理業者の
規制監視・指導

◆不法投棄等の不適正処理対策 等

2庁19階北側産業廃棄物対策課
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